
 

１．目 的 

   障害者総合支援法の適切かつ円滑な運営に資するため、サービスの質の確保に必要な知識、 

技能を有するサービス管理責任者及び児童発達支援管理責任者（以下、「サービス管理責任者等」

という。）の養成を図ることを目的とする。 

 

２．主 催  石川県 

 

３．実施機関 社会福祉法人 石川県社会福祉協議会 福祉総合研修センター 

 

４．対象者 下記 ア、イを満たす者。 

ア 石川県内に所在する指定障害福祉サービス事業所等において、サービス管理責任者等と

して従事しようとする石川県在住の者。 

イ 「サービス管理責任者等基礎研修」および「相談支援従事者初任者研修（講義部分）」を

修了した者で、かつ両研修修了後から本研修受講日までに、指定障害福祉サービス事業所

等において通算２年以上（下記①～③を満たす方は６月以上）、相談支援の業務または直接

支援の業務に従事した者。 

 

   ① 基礎研修受講時にサービス管理責任者等の配置に係る実務経験要件（相談支援業務又は

直接支援業務３～８年）を満たしている。 

   ② 障害福祉サービス事業所等において、個別支援計画の作成業務に従事する。（具体的には

以下のいずれかのとおり） 

    ・サービス管理責任者等が配置されている事業所等において、個別支援計画の原案作成ま

での一連の業務を行う。 

    ・やむを得ない事由によりサービス管理責任者等を欠いている事業所において、サービス

管理責任者等とみなして従事し、個別支援計画の作成の一連の業務を行う。 

   ③ 上記業務に従事することについて、指定権者（石川県または金沢市）に届出を行う。 

 

※令和元年度～３年度までの基礎研修受講者で、経過措置によりサービス管理責任者等とし

て従事している方は、引き続きサービス管理責任者等として従事するためには、基礎研修修

了日から３年経過する日までの間に本研修を修了する必要があります。 

※今後、サービス管理責任者等として従事していく際には、本研修を修了後５年以内に「サ

ービス管理責任者等更新研修」を受講する必要があります。 

※令和５年度中に更新研修を受講しなければならない方が、令和５年度末までに更新研修を

未受講の場合、資格が失効します。再度、資格を取得するためには、令和６年度以降に実践

研修を修了する必要があります。やむを得ない事由等により令和５年度の石川県で実施した

更新研修を受講できなかった方は石川県障害保健福祉課（076-225-1428）までご相談くださ

い。 

令和５年度 石川県サービス管理責任者等実践研修 

開 催 要 綱 

 



 

５．定員 １２０名 

※定員超過の場合には、本県主催の基礎研修修了者を優先するなど、受講者を選考させてい

ただく場合があります。 

 

６．日程及び会場 

本研修は下記２日程に分けて実施予定で、どちらかの日程を受講いただきます。 

日程 開催期日 会場 

A日程 
令和６年１月２４日（水）・２５日（木） 

８：５５～１７：３５（予定） 
石川県庁１１階 １１０２会議室 

（金沢市鞍月１－１） 

 B日程 
令和６年１月３０日（火）・３１日（水） 

８：５５～１７：３５（予定） 

※各日程の受講者数調整のため、日程の指定はできません。どちらの日程でも受講できるよ

う、勤務調整をお願いします。 

※各受講者の受講日程は事務局で決定し、受講承認日に別途メールにて通知します。 

 

７．受講費用 ３,０００円 

 

８．申込期限 １２月８日（金） 

 

９．申込方法 

石川県社会福祉協議会ホームページから、期日までにお申込みください。   

① 石川県社会福祉協議会ホームページ（URL：http://www.isk-shakyo.or.jp/）の上部メニュー  福祉の研修  をクリックします。 

②「研修新着情報」から受講希望の研修名をクリックすると、「検索結果」が画面の下方に表示されます。 

③ 受講希望の研修であることを確認の上、右欄の  申込  をクリックすると、「研修申し込み」が表示されます。 

④ 必要事項（※印は必須項目）を入力後、 申込確認画面へ  をクリックし、入力内容を確認の上、 申し込む  をクリックして、申し込み完

了です。 

⑤ 申し込み後、すぐに「受付確認書」がメールで送信されます。 

メールが届かない場合は、メールアドレスが正しく入力されていない可能性がありますので、福祉総合研修センターまでご連絡ください。 

なお、「受付確認書」は受講を承認するものではありません。後日、「受講選考結果」がメールで送信されます。 

 

１０．「研修申し込み」画面に入力する際の注意事項 

（１）事業所種別、職種欄であてはまるものがない場合は、その他を選び備考欄に具体的に入 

力してください。 

 （２）「受講者氏名」「生年月日」欄は、入力された内容が修了証書に記載されますので、お間違

えのないよう入力してください。 

  （３）「推薦順位」欄は、受講希望者が同一法人内で複数いる場合に入力してください。 

（４）「基礎研修修了後から受講開始日までの実務経験年数」欄は、基礎研修修了後から本研修受 

  講開始日までに相談支援または直接支援の業務に従事した通算の年数を入力してください。 

 （５）（４）の実務経験年数が６月以上２年未満の場合は、１ページ目に記載のある４．対象者イ

①～③に基づき指定権者（石川県または金沢市）に法人から届出を行っているか。行ってい



る場合「行っている」を、行っていない場合「行っていない」を入力してください。 

（６）「今後の勤務形態」欄は、サービス管理責任者または児童発達支援管理責任者のどちらか該

当する方を一つ入力してください。入力内容により、修了証書の表記が異なります。 

 （７）「現在の業務状況」欄からは、原則受講希望者本人が回答してください。 

「現在の業務状況」欄は、以下より該当する数字をひとつ選択し、入力してください。 

   １．経過措置によりサービス管理責任者等として勤務している 

２．２人目以降サービス管理責任者等として勤務している 

３．サービス管理責任者等として配置はされていないが、個別支援計画原案作成プロセスに

携わっている 

４．個別支援計画作成には全く携わっていない 

５．その他（   ） 

（８）「助言・指導状況」欄は、（６）で選択した業務について、上司等から助言や指導を受けて

いる場合、「受けている」を、受けていない場合、「受けていない」を入力してください。 

（９）「基礎研修修了後の経験」欄は、以下より該当する数字を全て選択し、入力してください。

詳細は「補足説明」のファイルをご覧ください。 

  １. アセスメントに関わる業務 

２. 利用者との面接 

３. 個別支援会議への参加 

４. 利用者・家族での個別支援計画等の説明場面への参加 

５. 個別支援実施状況の把握（モニタリング）に関する業務への参加 

６. サービス担当者会議への参加 

７. 地域自立支援協議会への参加 

８. この中に当てはまるものは経験していない 

 （10）「受講上の合理的配慮」欄は、受講するうえで合理的な配慮が必要な事項があれば記載くだ 

さい。（車いす使用、介助者同行 等） 

 

１１．事前課題等について 

    研修受講にあたっては、事前課題を提出いただきます。詳細は受講承認日に通知する「受

講票」の連絡事項欄に記載します。課題を未提出、または不備が多い場合は、受講を取り消

す場合があります。 

 

１２．受講承認 

  定員の範囲で受講者を承認し、結果は１２月１８日（火）頃に、申込時に入力されたメー

ルアドレスに通知します。受講承認の日が過ぎても「受講票」が届かない場合は必ず当センタ

ーにご連絡ください。 

 

１３．修了証書の交付等 

研修を全課程（２日間）修了した者には、修了証書を交付します。 

修了証書の研修名は、「サービス管理責任者実践研修」及び「児童発達支援管理責任者実践

研修」に分かれますが、表記が異なるだけで、どちらか一方で両方の実践研修を修了したも

のとみなします。 

 



１４．その他 

 （１）研修当日についての詳細は、受講承認日に通知される「受講票」の連絡事項に記載します

ので、そちらでご確認ください。 

（２）自然災害や交通機関の遅れ等のやむをえない事情がある場合を除き、３０分以上の遅刻、 

離席、早退等の場合は、欠席とみなします。 

（３）受講態度が著しく不良である場合（居眠りや受講中の携帯電話の使用等）は、修了した者

として認めません。 

（４）昼食については各自で準備願います。 

（５）受講申込に関する個人情報は、本研修の運営及び修了者名簿の作成等ために使用し、他の

目的で使用したり、無断で第三者に提供したりすることはありません。 

＜申込・研修に関する問い合わせ先＞ 

石川県社会福祉協議会 福祉総合研修センター 研修課 干場、田保 

 〒９２０－００２２ 

金沢市北安江３－２－２０ 金沢勤労者プラザ４階  

ＴＥＬ ０７６（２２１）１８３３  ＦＡＸ ０７６（２２１）１８３４ 
 

＜資格要件・制度に関する問い合わせ先＞ 

石川県障害保健福祉課 ＴＥＬ ０７６（２２５）１４２８ 



令和5年度 石川県サービス管理責任者等実践研修プログラム

◇講義・演習　（A日程・B日程共通）

時　間

8:30～8:55

8:55～9:00

8:30～8:55

8:55～9:00

１日目

 受付

 事務オリエンテーション

内　　容

【講義・演習】現場実践におけるスーパービジョンの活用について

 受付

 事務オリエンテーション

9:00～17:35

昼休憩
（60分）
その他

適宜休憩

【講義】障害者福祉施策の最新の動向

【講義・演習】モニタリングの方法

【講義・演習】個別支援会議の運営方法

※ 研修時間は進行状況により前後する場合がありますので、あらかじめご了承願います。

【講義】サービス担当者会議等におけるサビ児管の役割

【講義・演習】サービス提供職員への助言・指導について

【講義】自立支援協議会を活用した地域課題の解決に向けた取り組み

【演習】サービス担当者会議と協議会の活用についてのまとめ

9:00～17:35

昼休憩
（60分）
その他

適宜休憩

２日目





OJT

OJT

OJT

OJT

OJT

OJT



「サービス管理責任者」及び「児童発達支援管理責任者」の要件

（別添資料２－①）

・「相談支援従事
者初任者研修の
講義部分（２日間
）」を受講
（１１ｈ）

・「サービス管理
責任者等基礎研
修」を受講
（１５ ｈ）

・「サービス
管理責任者
等実践研修
」を受講
（１４．５ ｈ）

サービス管理責任者
（別添資料２－②参照）

児童発達支援管理責任者
（別添資料２－③参照）

サービス管理
責任者

児童発達支援
管理責任者

として配置

・「サービス管
理責任者等
更新研修」を
受講
（６ ｈ）

※５年毎に
受講

【研修要件】【実務経験要件】 【資格取得】 【資格更新】

（注１） 経過措置

・令和元年度～令和３年度までの基礎研修受講者で、基礎研修了
時点においてサービス管理責任者等としての実務経験要件を満た
している者は、実践研修修了前であっても、３年間に限りサービス
管理責任者等の要件を満たしているとみなされます。

・上記に該当しない者は、実践研修修了までは下記の取り扱いとな
ります。
①既にサービス管理責任者等を１名配置している場合において、２
人目のサービス管理責任者等として配置できる。
②個別支援計画「原案」を作成することができる。

２年以上、
相談支援
または
直接支援
の業務に
従事

（注２） 実践研修及び更新研修の受講要件

・実践研修：受講日前５年間において２年以上の相談支援又は直接
支援業務の実務経験がある

・更新研修：受講日前５年間においてサービス管理責任者等（※）と
して２年以上従事している、または現にサービス管理責任者等とし
て従事している

※サービス管理責任者、児童発達支援管理責任者、管理者、相談
支援専門員



実務経験年数

ⅰ

ⅱ

ⅲ

ⅳ

ⅴ

ⅵ

ⅰ

ⅱ

ⅲ

ⅳ

ⅴ

ｃ 通算８年以上

ｄ
ａ～ｃ通算３年以上
かつｄ通算３年以
上

社会福祉主事任用資格者等でない者が、ｂのⅰ～ⅴの直接支援の業務に従事した期間

障害者支援施設、障害児入所施設、老人福祉施設、介護老人保健施設の従事者、病院又は診療所の病室であって医療法第７条第２項第４号に規
定する療養病床にかかるもの

注）ここで、１年以上の実務経験とは、業務に従事した期間が１年以上であり、かつ、実際に業務に従事した日数が１年あたり１８０日以上であることを言うものとする。例えば、５年以上の実務
経験であれば、業務に従事した期間が５年以上であり、かつ、実際に業務に従事した日数が９００日以上であることをいう。

障害福祉サービス事業、障害児通所支援事業、老人居宅介護等事業の従事者

直
接
支
援
業
務

（
※
2

）

ｂ

次のⅰ～ⅴに掲げる者であって、社会福祉主事任用資格者、訪問介護員２級以上に相当する研修修了者、保育士、児童指導員任用資格者、精神障害者
社会復帰指導員任用資格者のいずれかに該当する者（社会福祉主事任用資格者等という。）が、直接支援の業務に従事した期間

病院若しくは診療所の従業者（社会福祉主事任用資格者、訪問介護員２級以上に相当する研修修了者、ｄに掲げる資格を有する者並びにⅰからⅴ
までに掲げる従事者及び従業者としての期間が１年以上のものに限る。）

ａ

特別支援学校の従業者

業務の範囲

障
害
者
の
保
健
・
医
療
・
福
祉
・
就
労
・
教
育
の
分
野
に
お
け
る
支
援
業
務

相
談
支
援
業
務

（
※
1

）

病院若しくは診療所又は薬局、訪問看護事業所の従業者

障害者の雇用の促進等に関する法律第４４条第１項に規定する子会社、同法第４９条第１項第６号に規定する助成金の支給を受けた事業所の従業
者

児童相談所、身体障害者更生相談所、精神障害者社会復帰施設、知的障害者更生相談所、福祉に関する事務所、発達障害者支援センターの従業
者

障害者支援施設、障害児入所施設、老人福祉施設、精神保健福祉センター、救護施設及び更生施設、介護老人保健施設、地域包括支援センター
の従業者

※1）相談支援の業務とは、身体上若しくは精神上の障害があること又は環境上の理由により日常生活を営むのに支障がある者の日常生活の自立に関する相談に応じ、助言、指導その他の
支援を行う業務をいう。

※2）直接支援の業務とは、身体上若しくは精神上の障害があることにより日常生活を営むのに支障がある者につき、入浴、排せつ、食事その他の介護又は日常生活における基本的な動作の
指導、知能技能の付与、生活能力の向上のために必要な訓練その他の支援を行い、並びにその訓練等を行う者に対して訓練等に関する指導を行う業務を行い、並びにその訓練等を行う者に
対して訓練等に関する指導を行う業務を行い、並びにその者及びその介護者に対して介護に関する指導を行う業務、その他の職業訓練や職業教育等の業務をいう。

通算５年以上

(別添資料２－②)

サービス管理責任者の要件となる実務経験について（Ｈ３１．４．１～）

医師、歯科医師、薬剤師、保健師、助産師、看護師、准看護師、理学療法士、作業療法士、社会福祉士、介護福祉士、視能訓練士、義肢装具士、歯科衛
生士、言語聴覚士、あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師、柔道整復師、管理栄養士、栄養士又は精神保健福祉士が、その資格に基づき当該資格
に係る業務に従事した期間

障害者職業センター、障害者就業・生活支援センターの従業者

特別支援学校その他これらに準ずる機関の従業者又はこれに準ずる者

業務内容

地域生活支援事業、障害児相談支援事業、身体障害者相談支援事業、知的障害者相談支援事業の従事者



実務経験年数

ⅰ

ⅱ

ⅲ

ⅳ

ⅴ

ⅵ

ⅰ

ⅱ

ⅲ

ⅳ

ⅴ

ｃ
通算８年以上

（かつ下線部に従事した期
間を除外して３年以上）

ｄ
ａ～ｃ通算３年以上
かつｄ通算５年以上

(別添資料２－③)

児童発達支援管理責任者の要件となる実務経験について（Ｈ３１．４．１～）

業務の範囲 業務内容

障
害
者

（
児

）
の
保
健
・
医
療
・
福
祉
・
就
労
・
教
育
の
分
野
に
お
け
る
支
援
業
務

相
談
支
援
業
務

ａ

地域生活支援事業における相談支援事業、障害児相談支援事業、身体障害者相談支援事業、知的障害者相談支援事業の従事
者

児童相談所、児童家庭支援センター、身体障害者更生相談所、精神障害者社会復帰施設、知的障害者更生相談所、福祉事務
所、発達障害者支援センターの従業者

障害児入所施設、乳児院、児童養護施設、児童心理治療施設、児童自立支援施設、障害者支援施設、老人福祉施設、精神保健
福祉センター、救護施設、更生施設、介護老人保健施設、地域包括支援センターの従業者

障害者職業センター、障害者就業・生活支援センターの従業者

学校教育法第１条に規定する学校（大学を除く。）その他これらに準する機関の従業者

病院若しくは診療所の従業者（社会福祉主事任用資格者、訪問介護員２級以上に相当する研修修了者、ｄに掲げる資格を有する
者並びにⅰからⅴまでに掲げる従事者及び従業者としての期間が１年以上のものに限る。）

直
接
支
援
業
務

ｂ

次のⅰ～ⅳに掲げる者であって、社会福祉主事任用資格者、訪問介護員２級以上に相当する研修修了者、保育士、児童指導員任用資
格者、精神障害者社会復帰指導員任用資格者のいずれかに該当する者（社会福祉主事任用資格者等という。）が、直接支援の業務に
従事した期間

医師、歯科医師、薬剤師、保健師、助産師、看護師、准看護師、理学療法士、作業療法士、社会福祉士、介護福祉士、視能訓練士、義肢
装具士、歯科衛生士、言語聴覚士、あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師、柔道整復師、栄養士（管理栄養士を含む。）又は精神保
健福祉士が、その資格に基づき当該資格に係る業務に従事した期間

注１）ここで、１年以上の実務経験とは、業務に従事した期間が１年以上であり、かつ、実際に業務に従事した日数が１年あたり１８０日以上であることを言うものとする。例えば、
５年以上の実務経験であれば、業務に従事した期間が５年以上であり、かつ、実際に業務に従事した日数が９００日以上であることを言う。

通算５年以上
（かつ下線部に従事した期
間を除外して３年以上）

病院若しくは診療所、薬局、訪問看護事業所の従業者

障害児入所施設、助産施設、乳児院、母子生活支援施設、保育所、幼保連携型認定こども園、児童厚生施設、児童家庭支援セン
ター、児童養護施設、児童心理治療施設、児童自立支援施設、障害者支援施設、老人福祉施設、介護老人保健施設、病院又は診
療所の病室であって医療法第７条第２項第４号に規定する療養病床の従業者

障害児通所支援事業、児童自立生活支援事業、放課後児童健全育成事業、子育て短期支援事業、乳児家庭全戸訪問事業、養育
支援訪問事業、地域子育て支援拠点事業、一時預かり事業、小規模住居型児童養育事業、家庭的保育事業、小規模保育事業、
居宅訪問型保育事業、事業所内保育事業、病児保育事業、子育て援助支援事業、障害福祉サービス事業、老人居宅介護等事業
の従事者

障害者の雇用の促進等に関する法律第４４条第１項に規定する子会社、同法第４９条第１項第６号に規定する助成金の支給を受
けた事業所の従事者

学校教育法第１条に規定する学校（大学を除く。）その他これらに準する機関の従業者

社会福祉主事任用資格者等でない者が、ｂのⅰ～ⅳの直接支援の業務に従事した期間


